


















年），日本の 68万人（2019年），ドイツの 43万人（2018年），韓国の 41万人（2018年）などが続
いている（図表 1）。
　国の研究開発力を表す指標の 1つである自然科学の論文数で，中国が米国を抜き，初めて世界 1
位になった（図表 2）。2016～ 18年にネイチャーなど約 1万の科学誌に掲載された自然科学の論文
約 154万本のうち，中国が論文数で 19.9%となり，研究大国の米国 18.3%を抜いた。また，3位の
ドイツ 4.4%，4位の日本 4.2%を大きく引き離した。特に材料科学や化学，工学の分野では 3割前
後を中国が占めた。
　中国は論文の質でも米国に迫る。被引用数が上位 10%の注目論文のシェアをみると，2017年の




購買力平価換算）は前年比 10%増の約 58兆円。米国は同 5%増の 60.7兆円で 1位を保ったが，中


























推進を示した「科学技術進歩法」を公布した。第 10次 5カ年計画（2001～ 05年）では，それま
で 1%以下だった国内総生産（GDP）に対する研究開発投資の比率を 1.5%にする目標を掲げた。
その後も目標を上方修正して，2020年は 2.5%以上に拡充する方針である。
　世界知的所有権機関（WIPO）は，2020年 4月 8日までに公表した 2019年の国際特許出願件数
において，中国が 58,990件となり，米国（57,840件）を抜き，世界で初めて首位に立った。
　また，2018年の中国の特許出願件数が前年比 12%増の 154万件に達し，世界全体の 5割近くを


















　その結果，2004 年の時点で，全国 592 の大学から 4563の「校弁企業」が誕生し，その中で科学









　中国政府は 1995 年に「211 プロジェクト」を，そして 1998 年に「985 プロジェクト」という 2
つの大学重点化政策を打ち出した。
　「211 プロジェクト」は，1995 年から 10 年間をかけて，中国全土に 21 世紀に向けた 100 校余り
の重点大学を整備し，優秀な人材を輩出する基盤を構築することを目標としている。
　これに対して，「985プロジェクト」は，世界一流大学の構築を目標とし，39の重点大学に資源
を傾斜的に投入するものである。98 年 5 月から「985 プロジェクト」と名付けられた。
　この 2つのプロジェクトの実施は，中国大学の構造と地位に大きな変化をもたらした。THE や
QSなどの世界大学ランキングにおける中国の大学の数が急増し，順位が大幅に向上してきている。
　例えば QSランキングにおいて，清華大学と北京大学はそれぞれ 2011年の 48 位と 44 位から，
2021年の 15 位と 23 位に大きく前進した。また，Top100 に入る中国の大学は，3 校から 6校に増
加した（図表 5）。
図表 5　世界大学ランキングにおける中国大学の順位変化（2011 → 2021）
QS THE
2021年 2011年 2021年 2011年
清華大学 15 48 20 71
北京大学 23 44 23 49
復旦大学 34 90 70 201-300
上海交通大学 47 125 100 201-300
浙江大学 53 170 94 301-400
中国科学技術大学 93 186 87 192
南京大学 124 168 111 201-300



































　第 3段階として，新中国建国 100周年 （2049年） には，総合力において世界トップレベルの「製
造強国」となることを目指している。
























































　2017 年の第 3回創新創業コンテストにおいて，2241大学・37万チーム・150万人が参加した。 































　「千人計画」は 2008年に実施してから 2018年までに，採択者は約 8000人となり，そのうち，「青
年千人計画プログラム」は 3936人，「創業人材プログラム」は 306人，「外国専門家プログラム」



















































































































　1998 年 1月，大型コンテナ検査システムは製品化の審査を通過し，同年 11月には，清華同方核
技術公司と中国税関総署が協定を結び，1998年から 2000年までの 3年間での大型コンテナ検査シ
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